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経営体強化プロジェクトについて 

※ 本資料は、平成28年度第２次補正予算原案に基づいて作成したものであるため、成立した
予算の内容に応じて変更があり得る。 
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経営体強化プロジェクト 

〇 テーマ毎に、農林漁業者、企業（ベンチャー企業等）、大学、研究機関がチームを組んで、価格や
耐久性など、国が定める明確な開発目標の下で、現場への実装までを視野に入れた技術開発を支
援する。 

〇 農林漁業者が、自らの農
業経営上でのニーズ提供
やほ場における技術実証を
通じて、新技術のモニター
や改善者としての役割を担
うことで、自身の技術力を
強化するとともに、現場が
真に求める技術開発を進め
る。 

構成員の役割（例） 

農林漁業者（農業法人等） 民間企業 

大学、国・県等 
の試験研究機関 

一
体 

・実際に開発技術の
ユーザーとなる現場
の農林漁業者が技
術開発に参画。 
 

・農林漁業者、企業、
大学、研究機関が
チームを組んで、そ
れぞれの専門分野
の知見を生かし役割
分担。 
 

・生産者の経営改
善・強化に係る明確
な開発目標の下、一
体となった効率的な
技術開発及び現場
実装を実施。 

農林漁業者のニーズを踏まえた明確な開発目標 
 （例） 

 ・ 労働生産性○％ＵＰを目標とした△技術開発によりコスト○％削減 

 ・ 収量○％増加を目標とした□技術開発により売上○円増加 

・自身のほ場における技術実証
を通じた新技術の評価や改善 

・自身の経営への開発技術の
導入 

 

・自身での研究データ取得、分
析              など  

・民間の知見を生かしたシーズ提供 

・事業化に向けたコスト面、安全面
での検討             

                    など 

・理論的側面からの技術の裏づけ 
・現場で普及しやすい技術開発  
                   など 

評価・改善点・
問題点の指摘 

改良した技術を
提供 

新技術の改良
に向けた検討 

技術の地域展
開に当たっての
問題点を指摘 

チーム一体となった目標への邁進 
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留意点 

技術開発主体 

 〇 テーマ毎に、農林漁業者、企業（ベンチャー企業等）、大学、研究機関がチームを組んで、国が
定める明確な開発目標の下で、現場への実装までを視野に入れた技術開発を支援。 

農林漁業者（法人も可）、民間企業、研究機関（国研、公設試、民間、
大学等）、地方公共団体等で構成する研究コンソーシアム 

支援内容 

農林漁業者のニーズを踏まえ、生産性向上やコスト削減などの具体

的な数値目標を明らかにした「明確な開発目標」の下、研究コンソー

シアムが策定する「地域戦略・研究計画」に基づき実施する、関係者

が一体となった、現場への実装までを視野に入れた技術開発に要す

る経費を支援。        【委託費，定額】 

※ 国及び事業実施主体で審査を行い、支援対象者及び支援額を決定。 

技術開発への支援 

主な要件 

① 研究コンソーシアムに、農林漁業者及び地方公共団体（地

域戦略の対象範囲に対応する自治体）が参画すること。 

注１）農林漁業者のコンソーシアムへの参画が必須になります。
協力機関（コンソーシアム外）としての参画では要件を満た
しませんので、ご留意ください。 

注２）農林漁業団体等の単位で地域戦略を策定し、当該団体等が
開発技術の普及を行う場合は、当該団体等が参画すれば、地
方公共団体の参画は必須ではありません。 

② 実際の農林水産業の現場等で実証研究を行うこと。 

支援期間 

原則、３年間以内 

【地域戦略・研究計画で定める主な事項】 

○ 対象とする地域、品目（経営類型） 
○ 今後目指す方向性（※）及びその具体的な指標（根拠を示し定量的に） 
   ※方向性の例：差別化、需要開拓、輸出拡大、生産性向上 等 

〇 明確な開発目標、技術の社会実装方針 
○ 戦略実現のために開発が必要な技術体系及びその研究計画 
○ 開発した技術体系の普及方針 
○ 消費者や実需者との連携のあり方                   等 
 研究主体 研究コンソーシアム、単独の研究機関のいずれでも可 

支援内容 

１） 地域戦略プロジェクトにおける既採択課題又は個別・ＦＳ型課題の経営体強化プロジェクトへの発展的な移行が可能となるよう措
置の予定。 

２） なお、今回は新たな個別・ＦＳ型については、募集しない。 

研究主体が策定する研究計画に基づき実施する研究に要する経費を支援 【委託費，定額】 
※ 国及び事業実施主体で審査を行い、 
  支援対象者及び支援額を決定。 

支援期間 １年間以内 

主な要件 共通要件のみ（個別・ＦＳ研究に特有の要件はありません） 

※ 公募・採択は、平成２８年は複数回実施予定。 

（例） 生産に関する技術開発を行う場合は、農家や法人の経営の中で実証研
究を実施 

経営体強化プロジェクトのスキーム 

２ 



 
 

※平成２８年は 
  複数回の公募を予定 

共同研究に当たっての調整 

① 技術開発に向けたセミナー等の開催     

 上記戦略を踏まえ、産学官の研究機関が有する技術シーズと、農林漁業者、都道府県等のニーズとのマッチング会合を開催。 

実証研究の実施 

 
審査会の開催 

 

 
「地域戦略・研究計画」を策定 

技術体系の確立・普及による戦略の実現 

【研究期間】３年以内 

研究コンソーシアム 

生研支援センター 

個別・ＦＳ研究の実施 
 【研究期間】１年以内 

研究費を支援 

成果を活用 
応募 

応募 

採択 

個別・ＦＳ型（仮称） 

経営体強化プロジェクト 

 
個別技術の研究計画を策定 

研究機関 

都道府県等 
大学等 
研究機関 

採択 

研究コンソーシアムの形成等 

実証研究実施前に、個別技術の有効性を確認したい場合 
優れた研究シーズだが、研究コンソを組むに至らなかった場合 等 

経営体強化プロジェクトの流れ 

（目標例） 

・ 労働生産性○％ＵＰを目標

とした△技術開発によりコスト

○％削減 

・ 収量○％増加を目標とした

□技術開発により 

売上○円増加 

現
場
ニ
ー
ズ

の
聴
取 

技術戦略（明確な開発目標）の設定 

課題候補の選定 

課題候補の開発目標
の検討 

農林漁業者や専
門家から聞き取り 

パブリックコメント 農林漁業者や専門家
を含む検討会 

課題と開発目標の決定 

課
題
候
補 

の
選
定 

パブリック
コメント 

農林漁業者や
専門家を含む
検討会 

農林漁業者 

国が設定する課題と開発目標 
国
が
主
体
と
な
り
設
定 

公募・採択プロセス 

（目標例） 

・ 労働生産性○％ＵＰを目標

とした△技術開発によりコスト

○％削減 

・ 収量○％増加を目標とした

□技術開発により 

売上○円増加 

大学 

Ｂ県試験場 

・ 研究機関の研究成果
や研究者情報の見える
化、相談窓口の設立 

・ 研究開発のリーダー
シップ 

先進的な生産法人 

中核機関（拠点） 

目標の明確化 

ネットワーク 

産地同士が協力 

民間企業 

実践的な
技術開発 

国が開発目標
を明確化 

課題候補の開発目標
の検討 

事業化を
見据えた
技術開発 

地域に即した技術開発 
斬新な技術シーズ 

フィード
バック 

先進的な
生産法人 

・ 技術開発目標について関係機関同士で共有 

・ 関係機関の役割分担により、研究リソースの効
率的活用を実現 

一般的な 
農林漁業者 

相談 

解決策の提供 

農林漁業者や専門家
から聞き取り 

パブリックコメント 

農林漁業者や専門家
を含む検討会 

課題と開発目標の決定 

とりまとめ 

実証の
依頼 

情報
共有 

情報
共有 

情報
共有 

Ａ県試験場 

民間企業 

国が課題と開発目標を決定 

先進的な
生産法人 

Ｂ県試験場 

Ｂ県試験場 

・ 研究機関の研究成果
や研究者情報の見える
化、相談窓口の設立 

・ 研究開発のリーダー
シップ 中核機関 

（拠点） 

※ 研究ネットワークからの応募のうち、一定の要
件を満たすものは優先的な採択を検討。 

  

 戦略的技術開発に向けたセミナーの開催や 

戦
略
的
技
術
開
発
体

制
形
成
事
業
で
実
施 

研究ネットワークの形成 

３ 

・拠点が中心となり、ネットワー
ク参画機関を中心に研究コン
ソーシアムを形成。 

民間企業 

（具体例） 
・耐久性を２倍に高め、実質価格が１

／２以下になる農業機械 
・設置・ランニングコストを１／２に

する園芸用ハウス  等 

    （資料〇 技術戦略を参照） 

・戦略的技術開発体制形成事業により、共同研究の実施に関す
る相談対応、企業、研究機関及び都道府県間の調整等を実施。 



主なＱ＆Ａ 
 経営体強化プロジェクト 

Ｑ３  研究の実現可能性（ＦＳ）調査の提案は行えるのか。 

Ａ３ 現在のところ、地域戦略プロジェクトで募集した個別・ＦＳ型についての募集は行わない予定です。 

Ｑ１  農林漁業者の主体的な技術開発への参画とは何か？ 

Ａ１ 農林漁業者の方に単なる協力機関としてではなく、研究コンソーシアムの一員として入って頂くことを要件とし、その上で経営体
強化プロジェクトで募集する戦略的技術開発に対し、研究計画策定に参画し、自身のほ場での技術実証や自身の経営への技術
導入などの取組を進んで行って頂くことを考えています。 

Ｑ５  実証研究、個別研究それぞれの１課題当たりの上限額は？ 

Ａ５ 本事業の予算は国会審議中ですので、上限額については、国会審議を踏まえて今後検討いたします。 

加工・流通等、生産技術以外の技術開発の場合
であっても農林漁業者の参画は必須になるのか。 

Ｑ３ 対象となる経営体とは？ 

Ａ３ 個人・法人・生産組合等、形態は問いませんが、経営体の技術力強化に向けた実証研究をして頂くという観点から、一定の経営
規模を持つ農林漁業経営体であることが望まれます。 

Ｑ２  地域戦略プロジェクト（H27年度補正事業）との違いは？ 

Ａ２ 主に、農林漁業者の研究コンソーシアムへの参画を要件とした点と、国が地域の農林漁業者のニーズ等を踏まえ予め設定する
「技術戦略（明確な開発目標）」に沿った技術開発を行って頂く点が異なります。 

Ｑ４  どの研究機関でどのような研究が行われているか分からないため、研究コンソーシアムが設立できない。 

Ａ４ 戦略的技術開発体制形成事業において、研究コンソ設立に関する御相談をお受けし、研究機関間のマッチングや計画策定の
支援を行う予定です。 

Ｑ５  地域戦略プロジェクトの既採択課題（実証研究型）の経営体強化プロジェクトへの乗り換えは可能か？ 

Ａ５ 地域戦略プロジェクトの既採択課題（一次採択分）として、実証研究を開始されている課題については、基本的には来年度以降も地
域プロジェクトとして研究を継続して頂くことになります。しかしながら、技術戦略（明確な開発目標）に合致しており、経営体の技術力
強化にとって相応しい課題については、経営体強化プロジェクトへの発展的な移行が可能となる方向で検討中です。その際には、他
の応募課題と同様に研究計画の提案を頂き、審査の上、採択の可否を判断します。 

Ｑ６  地域戦略プロジェクトにおける個別・ＦＳ型の成果の活用は？ 

Ａ６ 地域戦略プロジェクトにおける個別・ＦＳ型課題に関しては、研究が技術戦略に合致していることを前提に応募頂き、今年度行って頂
いている実現可能性評価の結果を踏まえた上で、平成29年度以降における経営体強化プロジェクトへの発展的な移行が可能となる
方向で検討中です。 

Ｑ７  加工・流通等、生産技術以外の技術開発の場合であっても農林漁業者の参画は必須になるのか。 

Ａ７ 加工・流通等、生産技術以外の技術開発の場合であっても、農林漁業者のニーズを踏まえた技術開発をして頂くという観点から、開
発目標、研究計画の策定段階から主体的に農林漁業者に入って頂くことを必須要件といたします。 ４ 



経営体強化プロジェクト 技術戦略（明確な開発目標） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後のスケジュール（予定） 

全国説明会 （９月２９日） 

審査会 

採択 

研究開始（契約後、可及的速やかに） 

補正予算成立 

年度末 

臨時国会開会 

契約 

公募開始（１１月下旬～１２月上旬目途） 

公募締切（１２月下旬目途） 

技術検討会の開催（１０月中） 

・農林漁業者や目利き人材を交えた検討会の開催 
・技術戦略・公募課題の決定 

５ 

・事業概要説明 
・意見募集 

技術戦略の公表（１０月中（Ｐ）） 

【１月目途】 

【２月目途】 


